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研究成果の概要（和文）： 
本研究においては、主に納豆産業を事例に、企業の製品開発が産業の競争構造に与える影響に
ついて分析を行った。まず、納豆メーカーによる製品差別化の手段と近年の傾向を明らかにし
た。さらに納豆の消費構造を概観した上で、輸入大豆納豆 1商品と国産大豆納豆 2商品を取り
上げ、価格水準が変化した時に販売個数がどのように変化するのかについて分析を行った。ま
た、消費者の食品に対して抱くロイヤリティを明らかにすることによって、研究開発による新
製品の開発が及ぼす影響に関する基礎的知見を得ることを試みた。 
 
研究成果の概要（英文）：This study analyzed the economic impact of new-product 
development on the competitive structure of natto industry. We tried to show the current 
situation of product differentiation in natto market and natto consumption. The 
relationship between the price change and variation of the sales quantities of two type of 
natto, domestic beans made and imported beans made, were clarified. We evaluated the 
brand royalty of natto, and analyzed the effect of new-product development in R&D 
investments.  
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１．研究開始当初の背景 

WTO、FTAによる自由貿易の進展、バイオ

テクノロジー等の新技術の導入、流通シス

テムの革新など、我が国のアグリビジネス

を巡る環境は流動化している。それに伴っ

て企業が活動を行う際の核となる技術・ノ

ウハウも大きく変わろうとしている。こう

したアグリビジネス企業の研究開発よっ

て、産業内の競争構造はどの様に変化して

いくのだろうか。また、イノベーションを

実現するために、アグリビジネス企業は、

研究開発投資、製品戦略をいかに展開する
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のだろうか。さらに、企業行動の変化によ

って、原料供給元である農業の生産活動は

いかなる影響を受けるのだろうか。これら

の点を明らかにすることは、我が国のアグ

リビジネスの将来を展望する上で重要で

あるのみならず、農業構造の今後の動向に

も大きく関わる問題である。 

  我が国の食品産業・生産資材産業に対す

る分析として、『アグリビジネスの産業組

織』（荏開津・樋口編、東京大学出版会、

1995.）がある。同書は産業組織論的なア

プローチとして我が国では先駆的な業績

である。ただし、主要産業の産業構造の分

析が中心となっており、企業行動や川上で

ある農業生産との関連にはあまり論及し

ておらず、その点で本研究とは異なってい

る。 

 『農業資材産業の展開』（齋藤・高倉編、

農林統計協会、2004.）は、生産資材産業

の戦後における展開について分析したも

のである。「戦後農業発達史」の一連のプ

ロジェクトのひとつであり、歴史的な展開

過程の考察に重点が置かれている。なお、

同書の第２章「肥料産業の展開と産業組

織」（茂野隆一）は、肥料産業の研究開発

と産業政策との関係について論じている。 

 『食品産業と農業の提携条件』（齋藤修著、

農林統計協会、2001.）、『フードシステ

ムの構造変化と農漁業』（土井・齋藤編、

農林統計協会，2001）、『食品産業の企業行

動とフードシステム』（中島、岩淵編、農

林統計協会、2002.）、『フードシステム

と食品加工・流通技術』（小林、大須、佐

藤、松永編、農林統計協会、2001）は、企

業と農業経営体との連携の問題や食品加

工、流通の技術革新を扱っており、本研究

の問題意識の一部と重なっている。アプロ

ーチの方法は本研究と大きく異なるが、分

析の視点において本研究においても適宜

参考にすべきであると考える。永木正和、

茂野隆一編『消費行動とフードシステムの

新展開』、農林統計協会、2006 は、本研究

のメンバーが参加したプロジェクトの研

究成果であるが、消費者行動に焦点を当て

ることによってフードシステムの構造変

化を考察したこの研究をベースに、企業の

研究開発戦略まで視点を拡げることによ

って、研究を深化させることを目指す。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、我が国のアグリビジネスにおけ
る研究開発・イノベーションについての実態
を明らかにするとともに、研究開発・イノベ

ーションがアグリビジネスの産業構造、企業
行動、農業の生産・流通に与える影響を考察
することを目的とする。本研究は以下の３つ
の課題を明らかにする。 
(1)アグリビジネスにおける研究開発・イノ
ベーションを取り巻く環境の把握 
 海外からの原料農産物の調達、バイオ
テクノロジーをはじめとする生産技術
の進歩、流通システムの革新、消費者ニ
ーズの多様化など、アグリビジネスの研
究開発・イノベーションをめぐる制度・
環境は大きく変化している。ここでは、
アグリビジネス企業の研究開発環境と
してどのような要素があるかを整理し、
それらが研究開発・イノベーションに与
える影響について理論的、実証的に考察
する。また、近年の環境変化によって研
究開発・イノベーションがいかに変化し
てきたかについて、マクロ的視点から考
察する。 
(2)アグリビジネス企業の研究開発投資
が企業間競争へ及ぼすインパクト 
 研究開発・イノベーションはアグリビ
ジネスの企業間競争に大きな影響を与
えるとともに、各企業はイノベーション
を実現するために戦略的活動を行って
いる。ここでは、企業における研究科発
戦略の現状を把握し、それが産業の競争
構造に与える影響について考察する。 
 まず、アグリビジネスの生産費構造を
明らかにするなかで、企業における研究
開発とマーケットシェアの関係、研究開
発投資によるコア・コンピテンスの形成
について考察する。また、企業の研究科
発投資や知的財産権戦略の実態につい
て把握し、それらの企業行動を説明する
理論モデルを、ゲーム論、産業組織論等
をベースに構築する。さらに、企業の海
外直接投資行動についても、理論的、実
証的な分析を加える。 
 
 
３．研究の方法 
(1) アグリビジネスにおける研究開発・イノ
ベーションを取り巻く環境の把握 
①アグリビジネスの国際競争力を把握する
ための理論構築 
 食品、生産資材産業の国際競争力の実態を
把握するために、産業組織論、国際貿易論等
をベースに理論構築を行う。分析モデルの提
示と、実証分析のためにどのようなデータが
必要であるかを確定する。研究は主に文献調
査、およびメンバー間のディスカッションを
通じて実施する。 
②アグリビジネスの生産費構造の把握 
 コア・コンピテンスの把握に関連するアグ
リビジネスの生産費構造について、資料、文



 

 

献調査、統計、企業・関係団体へのヒヤリン
グ等を通じて情報を収集し、実証分析に向け
てのデータベースを構築する。 
③新製品開発状況、特許登録の状況の把握 
 アグリビジネス産業における新製品の開
発状況、製品生産に関わる特許の取得状況に
関する情報を、文献、各種統計資料、特許庁
の公表資料等により把握し、研究開発と産業
構造との関連を把握するための基礎資料と
する。 
(2) アグリビジネス企業の技術革新競争と
企業間競争へのインパクト   
①アグリビジネス企業の生産費構造の把握 
 原料調達、生産設備投資、研究開発費など
の生産費構造の実態と企業間競争上のポイ
ントを、企業かのヒヤリング調査で明らかに
する。具体的な産業としては、納豆、乳業、
等を想定している 
②個別企業の広告・宣伝、知的財産権の実態
の把握 
 企業における広告・宣伝戦略の実態、製品
差別化、知的財産権の獲得による企業間競争
等について企業および業界団体等にヒヤリ
ング調査を行うことによって、企業間競争を
分析する経済モデルの構築のための基礎的
知見を得る。 
 
４．研究成果 
(1)スキャナーデータを用いた食品需要分析
とアグリビジネスの競争構造との関連に関
する過去の研究成果をサーヴェイし、スキャ
ンパネルデータの有用性と課題を明らかに
した。 
(2)納豆メーカーによる製品差別化の手段と
近年の傾向を明らかにした。納豆における製
品差別化の手段は、①原料大豆にこだわる、
②｢タレ｣等の添付品を工夫する、③栄養成分
や｢におわない｣などの化学的機能性を付
加・増強する、④納豆を作る際の製法にこだ
わるといった４つが主たるものであり、最近
は特に②と③による差別化が上位メーカー
の中で盛んに行われている。上位メーカーは
これら 4つの手段を満遍なく用いて幅広く商
品を供給し、多くの消費者ニーズに応えてい
る. 
 一方で中小メーカーは製品数を絞り、そし
て上位との差別化を達成するために、地場産
大豆を用いた商品や、タレにその土地ならで
はの素材を用いた商品を販売するなど、①や
②の手段による製品開発に力を入れている。 
 このように上位と中小とで製品ラインナッ
プは大きく異なり、さらに上位と中小それぞ
れのグループにおいても、他社との差別化の
ために企業間で製品ラインナップは異なる
わけだが、第２節においては、製品ラインナ
ップの類似性から見た企業間の競合関係を
分析し、どのような製品ラインナップの中小

メーカーが、他社との差別化を達成しリピー
ターを獲得しているのかを解明した。 
(3)納豆の消費構造を概観した上で、輸入大
豆納豆 1商品と国産大豆納豆 2商品を取り上
げ、価格水準が変化した時に販売個数がどの
ように変化するのかについて分析を行った。
分析結果から次の 3つの仮説を導出した。 
①東京（葛西店）の消費者について：国産大
豆納豆についてはその価格帯によらず一定
のリピーターが付いており、販売個数は安定
している。しかし、「北海道ミニ 3」のような
輸入大豆納豆とあまり価格差がない商品が、
3パック 100円近くになっても販売個数が増
えないことから、買い物時に国産大豆納豆に
注意を払っている消費者とそうでない消費
者とが完全に分離されている可能性がある。 
②大阪（南千里店）の消費者について：東京
の消費者と異なり、国産大豆納豆が 100円を
下回った時には販売個数は大幅に増えてお
り、普段国産大豆納豆を購入していなくても
売り場では国産大豆納豆にも注意を払って
いると考えられる。 
③量販店の納豆売り場では、低価格の輸入大
豆納豆が下段、国産大豆納豆は上・中段に陳
列されることが多い。そのため、①と②の考
察を踏まえれば、東京の消費者は目当ての納
豆がある段を注視するが他の段にはあまり
注意を払わず、大阪の消費者は上段から下段
まで一通り見て、普段購入する価格帯（例え
ば 3パック 100円）にある商品を探し、その
価格帯の中から購入する商品を決定するも
のと考えられる。 
(4)消費者の食品に対して抱くロイヤリティ
を明らかにすることによって、研究開発によ
る新製品の開発が及ぼす影響に関する基礎
的知見を得ることを試みた。具体的にはトマ
ト、きゅうり、米を対象に、特定の生産者の
商品をひいきにして継続的に購入する消費
者のロイヤルティ行動が、各品目でどの程度
観察されるのかを、農産物直売所で収集され
た顧客 ID付き POSデータより測定した。そ
の結果、きゅうりに比べ、トマトと米で多く
のロイヤルティ行動が観察された。このよう
な結果は、トマトについては、生産者間で味
のばらつきが大きく、期待外れの商品を選択
する確率が高い（購買リスクが高い）ため、
また米については、単価が高く、1回購入し
た商品を数週間以上食べ続けることになる
ので、購入した商品が期待外れの品質だった
場合の金銭的損失と被る不満足が大きい（商
品リスクが高い）ため、もたらされたと考え
られる。一方で、きゅうりは、他の 2品目に
比べ、購買リスクも商品リスクも低いため、
相対的にロイヤルティ行動があまり観察さ
れなかったと考えられる。今後の課題として
は、対象品目を増やし、商品単価や購入後の
消費期間、生産者間での味のばらつきが、食



 

 

品におけるロイヤルティ行動の発現をどの
程度規定しているのかを解明する必要があ
る。 
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